
『長崎国際大学論叢』　第８巻　２００８年３月　１９３頁～２０４頁

Ⅰ．研究の視点と目的

市民協働もしくは市民参加によるまちづくり

は、すでに多くの先進事例が全国的にあり、け

して珍しいわけではない。しかし、１９７０年代か

ら市民参加のまちづくりを開始し、９０年代末に

は４００人の市民が「白紙からの市民参加」で基

本構想・基本計画の策定に携わった東京都三鷹

市のような事例１）がある一方で、未だに市民協

働・市民参加に目を向けず、市民の手の届かな

いところで行政がすべてを決めるという旧態依

然たるまちづくりを進める自治体も少なくな

い。今後、地方分権と人口減少がますます進む

状況のなかで、市民参加による自治型の地域福

祉の展開こそが、誰でもが住み慣れた地域に住

み続けられるまちづくりに不可欠の要件である

といわなければならないが、市民協働における

自治体間格差はかなり大きなものになっている

と推察できる。

本研究においては、そうした視点から、ここ

数年初めて市民協働によるまちづくりへの本格

的な取組を開始した長崎県佐世保市をフィール

ドとして、その現状と課題を考察する。そし

て、この考察を通して、佐世保市が今後さらに

めざすべき市民参加、市民自治のまちづくりの

方向性を明らかにし、その具体的枠組みを提案

することを、本研究の目的とする。

Ⅱ．研究の背景

地方自治体における市民参加について、今井

照（２００３）は「政治参加」と「行政参加」に分

類する。その上で今井は、政治参加で最も典型

的なのは首長や議員の選挙、法的な決定権があ

る住民投票であり、総合計画づくりへの市民参

加は「役所（職員）組織の長である首長に対し

て意見具申をし、首長が判断をして決定をして

いるので、首長の立案機能に収斂されている」

のであり、これは行政参加（政策参加）である、

としている。したがって、「現在、日本の自治体
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で実態的に行われている市民参加は、（中略）行

政参加のうちの政策参加か、直接執行、あるい

は間接執行経由の執行に関する参加となる」と

する２）。

他方、佐藤徹（２００６）は、市民参加とは「市

民が地域的公共的課題の解決に向けて、行政や

社会等に対して何らかの影響を与えようとする

行為」であるとし、その行為態様（行政の関与

度と市民の関与度の濃淡）からみて、①行政主

導の市民参加、②協働、③自治へと発展する各

段階に分かれる、とする。①の段階とはパブ

リックコメントや審議会への市民公募、②の段

階は市民会議や NPO と行政による協働事業、

そして③の段階とは市民立法やコミュニティ組

織への権限委譲を指している３）。この佐藤の指

摘は、市民参加の最終段階を市民自治としてい

る点で、特に示唆に富むものである。

市民自治のレベルにかなり近い段階にあるも

のとしては、東京都三鷹市の事例がある。清原

（２０００）は前掲書の中で、次のように述べてい

る。

三鷹市が１９７１年に策定した『第二次中期計画』

に定められたコミュニティについての行政の役

割では、「市内を住民が徒歩で交流できる中学

校区に相当する七つのコミュニティ住区にわ

け、それぞれに市民参加の拠点となるコミュニ

ティセンターを建設し、その設計段階から市民

の意思を反映するとともに、センター運営を市

民によって構成される住民協議会に委ね」てお

り、これは、「『カネは出すが、口は出さない』

方式と表される」４）。前述の「白紙からの市民参

加」に至る三鷹市の軌跡は、こうした先進的な

コミュニティ行政の中で育まれた市民の自治意

識が基盤になっているものと推察できるであろ

う。

それに比べると、本格的な、そして最初の市

民参加への第一歩を歩み始めたばかりの佐世保

市の「市民協働」は、まだ自治のレベルには程

遠いといわざるをえない。

佐世保市における市民協働とは、「佐世保市

市民協働推進指針」（２００５. ８）によると、次の

ように定義される。すなわち、「市民協働とは、

市民と市民、市民と行政が相互の主体の理解と

尊重、そして信頼の上に立ち、各々の責任を自

覚して、対等・平等なパートナーとしての関係

で課題の予防や解決を図るものであり、市民が

安心して暮らし続けられるまちづくりを目指す

ためのひとつの手法です」５） としている。この

定義はまさに前述の佐藤が示した「協働」の段

階そのものではあるが、第１段階の「行政主導

型の市民参加」からは明らかに一歩を踏み出し

たものであるとともに、本稿において後述する

市民立法（「市民協働推進条例」（仮称）の制定）

の検討や、コミュニティ組織への権限委譲の萌

芽をも含むものであり、それらの点において評

価すべきものである。

現段階（２００７年度）における佐世保市の市民

協働の取り組みの大きな特徴は、「市民協働推

進計画」、「地域福祉計画」、「総合計画（基本構

想・基本計画・実施計画）」という、地方自治

体にとって極めて重要な意義を持つ三つの計画

が、いずれも市民参加で同時並行して策定作業

が進んでいる渦中にある、というところにあ

る。そのなかでも、市民協働の試験的な枠組み

づくりが最も早く、２００２年度に「第１期市民

テーブル会議」６） として始まっている。その後、

市民参加の具体化を図る「市民協働推進指針」

策定の検討（２００４年度）、そして２００５年度から現

在に続く「市民協働推進計画」策定作業と平行

して、２００４年度末からの「地域福祉計画」策定

作業、２００５年度末からの「総合計画」策定作業

が取り組まれてきたのである。佐世保市におい

てこうした重要な三つの計画が、いずれも市民

参加で並行して取り組まれるようになった背景

には、２００４年度に市民参加で検討された「市民

協働のあり方」についての報告書が、「佐世保市

において今後本当に市民協働のまちづくりが定

着していけるかどうかは、まもなく始まる総合

計画の改訂が市民協働で行われるのか否かが試

金石である」７） 旨の提言をしていることが大き

高　橋　信　幸

194



く関わっているのではないかと推察される。

Ⅲ．研究方法

２００２年度に最初に取り組まれた「第１期市民

テーブル会議」以降、「第２期市民テーブル会

議」を除いて、論者は佐世保市のこうした市民

協働の取り組みのほとんどに直接参加してき

た。それらは、「佐世保市市民協働推進検討委

員会」委員長（２００４年度）、「佐世保市市民協働

推進委員会」委員長（２００５年度～現在）、「佐世

保市地域福祉計画策定委員会」委員長（２００６年

度～現在）、「まちづくり学習会」（２００５年度）、

「総合計画を考える市民会議」座長（２００６年度

～現在）、「佐世保市総合計画審議会」委員（２００６

年度～現在）である。また、「地域福祉計画」

策定のための各地区の「お茶の間トーク」（後述）

にも、院生とともに数多く参加してきた。

本研究は、こうした一連の会議等に論者が参

加することで交わした多くの議論とその経過、

そこで得た数々の資料を基礎とする参与観察に

よるものである。

Ⅳ．佐世保市の取り組みの経過

１.　「市民協働」の前史・「させぼ塾」

佐世保市における市民協働によるまちづくり

の最初の取り組みが「市民テーブル会議」で

あったことは前述のとおりであるが、その前史

ともいえるのが、そこから遡ること１０年前、

１９９２年から１１年間続いた「させぼ塾」にあると

いえる。

「させぼ塾」の概要は、解散時の２００２年に発行

された「させぼ塾活動報告書」８）（以下、「報告書」

という。）によると、次のようである。

そのきっかけは「ふるさと創生事業」９） で

あった。「報告書」によると、佐世保市における

「ふるさと創生事業」をどのように展開するの

か、市民へのアイディア募集に１７０名を超える

市民から３６３件もの提案が寄せられた。そのな

かでグランプリに選ばれた「星と海と詩の祭

り」をベースに、１９９２年度に迎える佐世保市制

９０周年の記念事業と、それを契機にソフト事業

を展開するべく、議論が重ねられたとのことで

ある。その結果、１９９１年５月に、市制９０周年事

業としての「星と海と詩の祭り」と、市民によ

る新しい文化おこしのための「させぼ塾」設立

を盛り込んだ報告書が提出されるに至った。か

くして、１９９２年２月、市制９０周年事業を契機に、

「させぼ塾」が設立された。

「させぼ塾」の目的と理念は、いわば佐世保市

の文化行政を市民自身が担っていくというもの

であり、「報告書」には次のように記されてい

る１０）。

佐世保市は平成４年に市制９０周年を迎える

が、この時を契機にして佐世保市の「文化の振

興」と文化を推進していくための「人材育成」

を図っていくにあたり、ふるさと創生事業とし

て「させぼ塾」を創設し、広く佐世保市民の中

からメンバーを選び、「させぼ塾」の運営・推

進を行っていく。

「させぼ塾」は、佐世保市民の一人一人が、

自己の生きがいを実感するとともに他人の生き

がいを理解し、尊重しあえる雰囲気や関係をつ

くりあげるための「インキュベーター」（保育

器）或いは「コーディネーター」（調整役）と

しての役割を果たすことを目的としている。

こうした目的と理念のうえに、「させぼ塾」は

「ふるさと創生資金」をもとにした補助金を主

な財源としつつ、２０名の運営委員会のもと、「こ

だわり塾」、「星と海と詩のまつり」、「させぼふ

るさと夢大学」の三つのプロジェクトで出発し

た。

出発から解散までの１１年間は毎年のように組

織体制を柔軟に転換しながらの展開であった

が、活動にもその時々で次のような特徴的な展

開が見られる。

１９９３年度：市制９０周年事業を終えて、「まつ

り」から「まちづくり」への転換。

１９９５・１９９６年度：事業補助金を出す「特別支
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援事業」の公募制導入、運営委員の任期制・公

募制導入などの組織改革。

１９９９・２０００年度：市制１００周年を意識すると

ともに、「させぼ塾」のその後、これからの地

域文化振興を研究。

２００２年度：市制１００周年であり、「させぼ塾」

の最終年。

こうした「させぼ塾」の活動のなかでも、特

徴的なのは「こだわり塾」であったといえる。

「こだわり塾」は、佐世保の文化を培うことを目

的とした市民活動団体に、年間５０万円を限度と

して助成金を交付するもので、１１年間に５２の各

種団体が対象となった。また、３１にのぼる主催

事業や特別支援事業も展開され、これらのなか

には「YOSAKOI させぼ祭り」も含めて、現在

も引き続き展開されている活動も少なくない。

「させぼ塾」の活動は、今井照や佐藤徹が言う

市民参加、行政参加とは直接的につながるもの

ではなかったともいえるが、しかし、文化や地

域イベントを通して人々の生きがいや街の賑わ

いを市民自身が創出しようとする試みであり、

市民にとっても行政にとっても、“佐世保市の

市民協働でのまちづくり”の大きな地ならしで

あったと評価することができるであろう。

２.　教育を考える市民会議

佐世保市のまちづくり全般に関わる市民参

加・市民協働の、もうひとつの前史的な取り組

みとして見過ごすことのできないのが、２
　
 年間

の時限付きとはいえ、条例によって市長の付属

機関として設置され、２００１年１０月から２００３年２

月まで展開された「佐世保市の教育を考える市

民会議」の活動である。

設置の目的としては、かねてより佐世保市

は、佐世保の「子どもたちの教育の現状と課題

を明確にし、２１世紀を生き抜く佐世保の子ども

たちの育成と活性化を図る目的で、家庭、学校、

地域と連携して何ができるかを模索してきた」

ところであるが、「この模索の中で、市民の各界

各層から意見を聴取し、具体的施策に反映でき

る提言を求めるために」市民会議を設置した、

とされている１１）。

この「市民会議」は１０名の公募市民を含む学

校関係者や各種団体関係者らの３０名のメンバー

で構成され、市民公募には５３人もの応募があっ

た。会議は、１５回の全体会と２回の自主研究会

のほかに、「家庭教育支援」、「地域の信頼に応え

る学校づくり」、「共育を目指す地域づくり」の

三つの分科会が各々４～７回の会議と３～５回

の自主勉強会を開いて議論するという、極めて

精力的なものであった。２００３年２月に「提言」

を受けた佐世保市は、「教育を考える市民会議

提言にかかる推進計画」を２００４年２月に策定

し、２００７年度までの５カ年間で年次的に施策を

展開する体制を整えるとともに、２００６年６月に

は、提言に基づく「子ども育成条例」を制定す

るに至っている。

「教育を考える市民会議」は、佐世保市におけ

る今後の市民協働を考えるうえにおいて、次の

諸点で示唆的である。

①　２年間の期限付きではあったが、市長の付

属機関として条例により設置するという法的

な基礎を持ったものであったこと。

②　しかしそれにもかかわらず、「各界各層か

ら意見を聴取し」とあるように、これはあく

までも行政の「広聴」活動の範囲に位置づけ

られていたこと１２）。

③　３０人のメンバーの３分の１を公募市民が占

め、しかも５３人もの応募があったこと。

④　その後「提言」が「子ども育成条例」とい

う形で、佐世保市としての明確な意思として

示されたこと。

ただし、市議会でのこの条例成立をめぐっ

て、市民も参加して作られた「子ども育成条例

検討会議」の案にはなかった「愛国心」が、市

民には十分な説明のないままに議員修正で盛り

込まれたことは、市民参加・市民協働と市行

政・市議会との関係に課題も残すものとなっ

た。
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３.　市民テーブル会議

「させぼ塾」と「佐世保市の教育を考える市

民会議」が最終年度を迎えた２００２年度から３年

間、２
　
 期にわたって行われた市民テーブル会議

は、佐世保市における行政参加としての市民参

加を展開していくうえでのモデル事業として実

施された。注６でも示したように、それは佐世

保市にとっては公聴活動の一環であり、「いか

にして市民の意見に耳を澄ますか」、そのため

のシステムをどのように構築するのが良いのか

という実験的な取り組みとして出発している。

第１期市民テーブル会議は約２０名の市民が集

まり、１
　
 年間の議論が行われた。ここでは、市

民と市民、市民と行政が協働して、何をどのよ

うにやっていくことができるのかを検討するた

めに、２
　
 班に分けて「中心市街地の活性化」と

「町内会公民館の活用」という二つのテーマで

ケーススタディを行い、報告書としてまとめ

た。報告書は、そのうえで結論として、市民

テーブル会議の NPO 法人化による「まちづく

り研究会」としての常設と「市民自治基本条例」

（仮称）の制定を提言している。

これに引き続き、２００３年度と２００４年度には第

２期市民テーブル会議が１３名の市民によって行

われた。その報告書「市民テーブル会議運営の

ためのルールについて」が、その後の「市民会

議」運営の基礎となったことはさきの注６で指

摘したとおりであるが、その特徴は次のとおり

である１３）。

①　市民テーブル会議の目的として、「私たち

の生活の中でちょっとした問題点や不安なこ

となどを、このテーブル（会議）に持ち込み、

話し合い、解決に向けた行動を起こすこと

や、佐世保市政におけるパブリックコメント

等、「公聴」の手段としての一翼を担う」と、

「公聴」を明確にしたこと。

②　パートナーシップ協定等の仕組みづくりと

ともに、テーブルの拠点（市民活動交流プラ

ザ）設置を打ち出していること。

③　日常生活における課題をテーマ（主題）と

すること。

④　テーブルへの参加者の活動は無償（ボラン

ティア）を前提とすること、と明示したこと。

こうしてみると明らかであるが、第２期市民

テーブル会議の結論は、パートナーシップ協定

等の記述はあるものの、全体としては残念なが

ら佐藤徹のいう第１段階の「行政主導による市

民参加」の域を出るものではない。内容的に十

分に煮詰めたものとはなっていなかったとはい

え、「市民自治基本条例」の制定を結論とした第

１期市民テーブル会議のレベルからは若干後退

したものといわざるをえない。

４.　市民協働推進計画

二期にわたる市民参加モデル事業としての

「市民テーブル会議」の結論が直接に具体化さ

れることはなかったが、２
　
 期目の「市民テーブ

ル会議」の後半と重なる２００４年度には、本格的

な「佐世保市市民協働推進指針」の策定を目指

して「市民協働推進検討委員会」が１４名の構成

によって組織された。このうち４名が公募委員

であった。

委員会は内部に５名からなる起草小委員会を

設け、市民協働にふさわしく、最初の草案から

市民委員自身が報告書の起草を行うこととして

議論を進め、２００５年３月に報告書「佐世保市に

おける市民協働のあり方―まちづくりの主人公

である市民と行政の、新しい関わりの創造―」

を市長に答申した。報告書はその全体が同年８

月に佐世保市が正式に制定した「市民協働推進

指針～市民協働の幕開けにあたって～」に反映

されることとなったが、その主要な内容は次の

ようであった。

①　市民協働の概念については「Ⅱ．研究の背

景」に引用しているとおりであるが、そうし

た市民協働を貫くものとして、「佐世保市の

市民協働は、市民自治と民主主義、そしてす

べての市民の個人の尊厳を普遍的な原理と

し、市民誰もが安心と幸せを享受できるまち

づくりをめざして、①共生、②参加、③平等
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の理念を」掲げるとした。

②　そのうえで、市民協働の原則として、①自

主性・主体性尊重の原則、②対等平等の原

則、③情報公開・透明性確保の原則をあげ

た。

③　「市民」や「行政」という言葉の使い方に

も大きな特徴があり、「市民」については「住

民」という言葉との間に別々の意味を与える

ことなく「市民」に統一して使うこととし、

　「佐世保市に暮らし、学び、働くすべての個人

と企業・団体である」と幅広く捉えた。

④　「行政」については、「市民」と対立的に捉

えるのではなく、「行政とは、主権者である市

民の信託を受けて、様々な公共事務を執行す

る行為です。市役所は、そうした行政の中で

最も大きな組織であり、主体です。しかし同

時にまた、委託や委任、各種審議会や委員会

などへの参加などの多様な形態で、市民も既

に行政の一部に参加し、その一翼を担ってい

ます。」とした。

⑤　「市民協働のあり方」としては、市民活動の

支援として、①人材育成、②活動拠点の整備、

③広報活動、④財政支援の４点を挙げるとと

もに、「市民協働の推進」として、①全市的

な合意形成、②推進体制の整備などの基本的

な考え方を示した。

これらの内容については、２００５年９月の「市

民協働推進指針」の確定を受けて同年１２月に改

めて設置された「市民協働推進委員会」におい

て、「市民協働推進計画」として具体的な内容の

肉付けがされることとなった。

「推進委員会」は、「推進検討委員会」とは半

数以上の委員を入れ替えて新たに出発し、２００６

年１２月に中間素案の提出、２００７年１月のパブ

リックコメントを経て、同年１０月末には２００８年

度からの５カ年間にわたる年次計画も組み込ん

だ計画案を市長に答申した。

「市民協働推進計画」案には、「推進指針」を

具体化するものとして、従来から継続されてき

ている事業の充実のほか、「市民協働のまちづ

くり実践研究発表会」の定期開催や提案型公募

事業の実施、「市民協働推進条例」（仮称）制定

などの新しい事業の提案も数多く盛り込まれて

いる。

それらのなかでも最も注目すべきは、「第４

章・市民協働推進のための具体的方策」の「第

２節・地域における市民協働のまちづくり活動

を推進します」であろう。２００５年３月の報告書

も、同年８月の「基本指針」も、市民協働の相

手方としては、目的型の市民活動団体であるボ

ランティアや NPO にのみ大きな比重をおくも

のであった。しかし、２００７年１月にパブリック

コメントにかけられた「市民協働推進計画」（中

間素案）の第４章第２節は、次のように述べて、

町内会等の地縁型市民活動団体をも市民協働の

対象として捉え、佐世保市における地域コミュ

ニティのあり方について検討を開始することを

提起したのである１４）。

「市民協働のまちづくりは、目的型の市民活

動団体を縦糸とし、地縁型の市民活動団体を横

糸として進められます。小地域でのコミュニ

ティづくりは、地縁型の市民活動団体を活性化

させ、NPO などの目的型の市民活動団体とと

もに地域から民主主義を育み、市民自治をより

豊かなものにするでしょう。」

市民協働によるまちづくりについて、このよ

うに目的型市民活動団体のみならず、地縁型市

民活動団体をも視野に入れて考えていくこと

は、地域コミュニティを民主主義と市民自治の

拠点として再生することであり、重要な視点と

して評価するべきであろう。「市民協働推進計

画」は２００８年４月、そのスタートを切る。

５.　総合計画

２００５年１２月から翌年３月までの毎月１回、６９

名の公募市民の参加によって「まちづくり学習

会」が開かれた。これはいわば、市民参加のモ

デル事業であった市民テーブル会議を拡大発展

させ、「市民協働推進計画」による市民協働の枠

組みを先行して実現したものであり、これに続
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けて同年４月に発足した「総合計画を考える市

民会議」へ向けてのウォーミングアップでも

あった。

同年３月にまとめられた「まちづくり学習会

報告書」は、その目的を、「来年度の『佐世保

市総合計画を考える市民会議』へとつなげてい

くために『まちづくり学習会』を開講し、ワー

クショップという話し合いの手法を用いて、

様々な立場の人たちが集い話し合いながら、ま

ちづくりの考え方やその具体的な方法などにつ

いて学習していただく場を提供し」た、と述べ

ている。

「まちづくり学習会」は、ワークショップ形式

で参加者すべての意見を吸い上げながら、佐世

保を知るためにグループで佐世保市内の旅プラ

ンを考えたり、商店街や斜面住宅地を実際に歩

いて「ウォッチングマップ」をつくったり、そ

の地区の将来像を考えたりして、その成果を毎

回発表する活動を行って、「市民会議」へと引

き継いだ。

２００６年度に入ると総合計画の改訂に向けた動

きは一気に本格化した。ひとつは「まちづくり

学習会」に引き続いて４月に設置された「総合

計画を考える市民会議」であり、もうひとつは

条例設置で６月から始まった「総合計画審議

会」である。「市民会議」には７２名の市民の応

募があり、以後、２００７年８月までほぼ毎月１回、

合計１３回にわたるワークショップを開催してき

ている。また、「市民会議」の座長と副座長が

審議会のメンバーともなり、「市民会議」の意

見・提案を直接に審議会につなぐパイプ役とな

ることにもなった。

「市民会議」と「審議会」の関係は、「市民会

議」での「まちづくりの提言」と、「審議会」

での「計画書づくり」の間で議論のキャッチ

ボールをする形であった。「市民会議」は、２００６

年４月から１２月までの間に全体会と分科会で９

回のワークショップ方式の会合を持ち、市長へ

の「提言書」を１２月に提出した。「審議会」も

また同月末に、「基本構想」部分に当たる中間報

告を市長に提出し、パブリックコメントに付さ

れた。

「基本構想」（案）は、「市民会議」の５つの

分科会（地域コミュニティ、子ども、観光、自

然・文化・歴史、都市機能）から出されたまち

づくりの主な課題を基礎としつつ、市民協働に

よるまちづくりを基本理念に、「ひと・まち育

む“キラっ都”佐世保―自然とともに市民の元

気で輝くまち」を将来像とし、次の７つの基本

目標を「市民とともに歩み、変革し続ける行政」

が下支えする構造となっている。

（７つの基本目標）

　１.　健康で安心して暮らせる福祉のまち

　２.　安全な生活を守るまち

　３.　心豊かな人を育むまち

　４.　あふれる魅力を創出し体感できるまち

　５.　雇用を生み出す力強い産業のまち

　６.　人と自然が共生するまち

　７.　快適な生活と交流を支えるまち

２００７年４月の統一地方選挙において佐世保市

長の交代という事態はあったが、こうした内容

は基本的には新市長にも引き継がれた。７
　
 月に

は「市民会議」主催の「まちづくり市民フォー

ラム」が長崎県立大学、長崎国際大学、そして

アルカス SASEBO でと、３
　
 回にわたって催さ

れた。

また、市長選後は「基本計画」の議論が重ね

られ、２００６年６月以降合計６回の全体会と７回

の策定部会の議論を経て、９
　
 月初めにはその全

体が「総合計画」（案）として審議会から市長

に答申された。「市民会議」での議論の多くは、

「基本計画」のなかに具体的な施策として反映

されることとなった。市は最終的な庁内調整を

経て９月議会にこれを提案し、１２月議会での議

決を受けて、２００８年度から新しい第６次総合計

画の実施期間に入る予定である。

６.　地域福祉計画

市民参加・市民協働で同時並行的に進められ

ている三つ目の計画づくりが「地域福祉計画」
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づくりである。こちらは「総合計画を考える市

民会議」よりも早く、市保健福祉部と市社協が

共同事務局をつくって、２００５年１月には「地域

福祉活動計画」策定を目指す地区住民懇談会・

「お茶の間トーク」をスタートさせている。

これは、市内３１の地区公民館を単位とする

ワークショップ方式の市民懇談会を２回から３

回開催して地域の課題と対応策を洗い出し、そ

れをベースに地区ごとの「地域福祉活動計画」

をまず策定しようとするものである。「お茶の

間トーク」にはすでに延べ約２,０００人の市民が参

加している。先行した４地区の「活動計画」は

すでに出来上がっており、全地区の「お茶の間

トーク」が終了するには２００７年度いっぱいかか

る予定である。

この「お茶の間トーク」が開催されている

「市内３１の地区公民館」の単位は、非常に注目に

値する。このブロックは、佐世保市の「地区福

祉対策推進協議会」（福対協）１５） の単位区域であ

り、同時に、介護保険関連の「日常生活圏域」

設定の基礎ともなっているものであって、地域

住民のコミュニティ・エリアともいえるものな

のである。そうであるからこそ、このエリアご

とに「地区福祉活動計画」を策定していくこと

とされているわけであり、「４. 市民協働推進計

画」の項で述べた、地域からの民主主義と市民

自治を育む小地域でのコミュニティづくりを、

地区公民館を拠点として展開していく可能性を

秘めているといえるであろう。

こうした各地区「地域福祉活動計画」を基礎

としつつ、行政計画としての「佐世保市地域福

祉計画」は、次のような流れで策定されようと

している。

つまり、各地区の「お茶の間トーク」と「活

動計画」を踏まえながら「地域福祉計画」の最

初の原案を事務局が作成し、市役所関係部局と

地区策定委員会、そして「地域福祉計画策定委

員会」に設けられる「作業部会」の三つの組織

に提示される。市役所関係部局と地区策定委員

会は提示された原案に対する「意見書」をまと

め、「作業部会」に送り、「作業部会」は送られ

てきた「意見書」を踏まえつつ「原案」を検討

し、それを「素案」にまとめて「策定委員会」

の議論に付す、という流れである。

佐世保市における「地域福祉計画」づくりは、

おそらくは３,０００人の市民が「お茶の間トーク」

を通して参加する、市民参加・市民協働の壮大

な実験となり、２００８年度末までかかる作業とな

るであろう。それは、「総合計画を考える市民

会議」とともに、「市民協働推進計画」を先取

りする貴重な実践でもある。

Ⅴ．結論―「市民自治」への飛躍を

１.　取組の成果

佐世保市におけるこうした「初めての市民協

働によるまちづくり」の成果としては、次の点

をあげることができる。 

まず第１には、佐世保市としてはかってない

大きな規模で、計画づくりへの市民参加が実現

してきていることがある。「総合計画を考える

市民会議」に７２名の市民が手を挙げ、「お茶の間

トーク」には３,０００人にもなろうとする地域市民

の参加がなされている。 

「市民会議」には、参加の意思を表明した市民

は全員採用されており、佐世保市としては、こ

れまでにはない取り組みである。１９９８年にも公

募市民２０数名が全員参加した「介護保険市民の

会」１６） がつくられているが、それ以降これは、

これまで「教育を考える市民会議」などの一定

の積み重ねはあったものの、最大の規模であ

る。また、市内全域３１地区の地域市民にあまね

く呼びかけ、３,０００人にもならんとする規模で

展開されている「お茶の間トーク」もまた、市

民協働の初めての取り組みとしてはきわめて大

胆なものといえるであろう。

さらに第２として、こうした大規模な市民参

加のなかから、“提案型”市民の萌芽が見え始め

ているということがある。

「お茶の間トーク」では、「地区福祉対策推進

協議会」という地域の各種会議の役員を通して
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かなり働きかけているとはいえ、毎回５０～１００

人という相当数の市民が参加してきている。毎

回どの地区においても小学生や中学生の姿も見

受けられ、役員ではない一般市民もかなりの数

で参加してきている。「お茶の間トーク」では、

身近な地域の課題を挙げることから始まって、

その解決方法を考える議論がなされ、さらに

は、ワークショップから「活動計画」策定へと

つながっていく。そうした流れのなかで、行政

への依存型や対決型から、“提案型”市民へと変

わる萌芽が芽生えつつあるともいえるであろ

う。ましてや、「市民協働推進計画」づくりや、

「総合計画を考える市民会議」に参加した市民

は、十分に“提案型”市民のレベルに到達して

いるといえるものであった。

そして第３には、市職員の姿勢の変化が見て

とれることを挙げなければならない。

「市民会議」の分科会ワークショップには、市

役所の若手職員がファシリテーターの補助とし

て、継続して一定数参加してきた。さらに、

「お茶の間トーク」にあっては市と社協の職員

自身がファシリテーターの役割を担っている。

これは、市役所内の若手職員や担当部局の職

員、そして社会福祉協議会の職員が市民の中に

飛込み始めたということであり、職員本人に

とって市民協働の良い研修となっているばかり

でなく、周囲の職員にも大きな影響を与えてい

るということができる。 

実際、「市民協働推進計画」策定の過程で、

市役所市民協働推進室が市役所職員を対象に庁

内イントラネット「WEB ゴングシステム」を

活用して実施したアンケート結果１７） があり、回

答者が、３
　
 千人の職員中２１１人と偏ってはいる

が、回答者のかなり多くが「市民との信頼関係

構築」や「意識の自己変革」が必要と考えてい

るという報告がある。

これらにより、三つの計画に関わる市職員は

もちろんのこと、多くの市職員の目線が市民の

目線となり、市民ニーズに耳を傾けようとして

いると推測できるであろう。

こうした成果を通して、市民協働・市民参加

のまちづくりが、市民にも行政にも徐々に定着

してきたことが伺える。佐世保市の市民参加の

歴史を振り返れば、１９９２年の「させぼ塾」から

始まって、すでに１５年の歴史を数えることがで

きる。とりわけ、「教育を考える市民会議」や

「介護保険市民の会」、そして「市民テーブル会

議」の経験を踏まえたうえで、まちづくり全般

への市民参加が、現在同時進行中の三つの計画

づくりによって本格化し始めている。「市民協

働推進計画」づくりと並行して、すでに先行し

て開始されている市民協働の実践は、一定の定

着を見せ始めていると評価できるであろう。

２.　取組の課題

しかしまた、次のような多くの課題もこれら

の取り組みの中から見えてきている。

その第１は、「市民会議」方式を継続してい

くためのいくつかの課題が見えたことである。

一つには、「市民会議」には参加者の関心領域に

沿って５つの分科会が設けられたが、それらが

“子育て”や“観光”など限定されたものであ

り、基本構想・基本計画が取り扱うべき範囲よ

りもかなり狭かったのが事実であった。　そう

したなかで「審議会」が「基本計画」策定段階

に入り具体的な施策が見えてくるなかで、「市

民会議」の意見がどのように反映されているの

かという疑問が続出し、計画素案への「市民会

議」意見の反映方法、その表現方法等に課題が

残ったといえる。

またもう一つには、市民参加のモチベーショ

ンをどのようにして維持することができるの

か、という問題もあった。「市民会議」は、“市

民協働によるまちづくり”を進める貴重な組織

ではあったが、回を重ねるごとに出席者が徐々

に減少してきた。意欲的な市民参加には明確な

獲得目標と一定の期限が必要かとも思われる

が、より多くの市民の参加を得ることも含め

て、この「市民会議方式」継続に必要なキーと

は何であるのかを明らかにしなければならな
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い。また、「計画の推進」「評価」組織としてど

のように市民参加組織を継続させるのかの課題

もあるだろう。

第２には、まちづくりの単位となる「小地域

コミュニティのあり方」が、大きな検討課題と

して残された。「基本構想」（案）では、「身近

なコミュニティ」での「市民協働」が謳われて

いるが、その具体策は今後の検討とされてい

る。佐世保市の場合には農村、漁村、住宅地、

繁華街、また、中山間地や離島などの過疎地と、

まったく性格を異にする日常生活圏域を市域に

抱えている。佐世保市のまちづくりを考えると

き、こうした地域特性を無視して「佐世保市」

として一括するには無理があり、これを「小地

域コミュニティ・エリア」として地域特性を踏

まえたまちづくりの単位とすべきであろう。

前述のように、この点については「市民協働

推進計画」（案）も第４章第２節で触れており、

早急に「コミュニティ行政のあり方の検討」を

開始するように求めている。

また、「地域福祉計画」づくりにおける「お

茶の間トーク」の地区設定は「地区福祉対策推

進協議会」（福対協）という、民生委員や町内

会長等の地区役員の組織を単位としているが、

役員レベルの協議会なので、必ずしも地区住民

に十分に認識されている組織体ではない。佐世

保市社協はこの「福対協」を〈地区社協〉的に

位置づけているが、地域住民を会員とする地区

社協とは明らかに性格が異なるものである。今

回の市民参加による地域福祉計画づくりを契機

として、「小地域コミュニティ」と連動させ、

この「福対協」を地区社協へと脱皮させて、社

協の活動基盤強化を獲得目標とするべきだろ

う。

そして課題の第３として、あるがままの市民

参加では「社会的排除」の課題が出てきていな

いことに注意するべきであろう。「お茶の間

トーク」では、各地区で順次、自分の地域の

「よかところ」、「気になるところ」、「みんなでで

きること」などをワークショップ形式で出し

合って、発表している。そして、これが各地区

の「地域福祉活動計画」の主要な柱となってい

く。しかしほとんどの地区で、障害児・者や認

知症高齢者、児童や高齢者への虐待、DV、ホー

ムレスなどの生活課題や社会的排除の問題は提

起されてこない。その主要な原因は、それらの

当事者やその家族に向けた「お茶の間トーク」

への参加の呼びかけが十分ではなく、会場の設

定も障害者向きではないために、深刻な課題を

持つ市民の参加がほとんどないことによるもの

と推察される。こうした課題を解決するために

は、「必ずしも福祉のプロではない住民」と、

福祉の各種専門職の人たちが同じテーブルで議

論をする機会が、同時並行的にもたれることも

必要であろうと思われる１８）。

３.　まとめ

こうした成果と課題を踏まえて結論的に考察

すると、初めての市民協働の取り組みを確固た

るものとし、さらに市民自治を目指していくた

めには、まず、「市民協働」がこれからのまち

づくりの根幹となるための基盤整備や仕組みづ

くりが欠かせないだろう。

そのために第１には、制度的な枠組みをしっ

かりと確立する必要性がある。「市民協働」は単

なる「広聴」なのではない。それは「市民自治」

への確実なステップであるべきであり、「市民

協働推進条例」又は「市民自治条例」のような

形で、「市民協働」の法的位置づけを確立するこ

とが欠かせない。その下で市長の付属機関とし

ての「市民協働推進委員会」（審議会）の常設

化や「市民会議」方式の定着化を図り、市民協

働による市政運営の企画・実施・評価の制度的

確立を図ることが必要であろう。

第２には、そうした「市民自治」の基礎とし

て、地域コミュニティにおける市民の協働、自

治の仕組みを確立する必要性がある。先行する

東京都三鷹市の例の最大の基礎は、コミュニ

ティで育まれた市民の高度な自治意識なのであ

る。前項で指摘したように、佐世保市は地域特
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性を踏まえたまちづくりをするべきであり、そ

れには、異なる日常生活圏域ごとの地域民主主

義の拠点として、既存の社会資源である地区公

民館に地域福祉と社会教育の機能を集積する展

開が有効であると考えられる。地区公民館を拠

点として目的型市民活動団体と地縁型市民活動

団体との連携の仕組みを確立し、同時にそこに

社会教育主事とあわせてコミュニティ・ソー

シャルワーカーと保健師を配置して、この「小

地域コミュニティ」を「日常生活圏域」として

明確に位置づけ、地域包括ケアを展開するので

ある１９）。そうした取り組みは、市民自身が地域

の生活課題を主体的に解決し、市民の自治能力

を育むものとなるであろう。

また、検討が残されている大きな課題とし

て、市民協働と議会との関わりというテーマが

あることを最後に指摘しておかなければならな

い。佐世保市における現在の市民協働の試み

は、今井（２００３）の整理に従えば「行政参加」

であって、「政治参加」ではないことは先にも指

摘した。たしかに、「市民参加は住民代表とし

て選ばれている議会を軽視するものである」と

の「意見」は、議員側からはしばしば聞かれる

ところである。地方から中央まで日本の統治シ

ステムは代議制民主主義であり、限りなく直接

性民主主義に近づいていく住民参加・市民協働

がこれとどこで折り合いをつけていくのかは、

まだ完全には整理されていないともいえる。こ

のテーマは、地方自治体における市民協働を、

ガヴァメントの問題からガヴァナンスの問題へ

と捉えなおし、「市民自治条例」のような自治体

運営・経営の基本を定める議論のなかで解決の

方向性が出てくるものと思われる。しかし、い

ずれにしても紙数の都合もあり、これらについ

ては次の研究課題としておきたい。

　

　（本稿は、山口県立大学で開催された第２１回

日本地域福祉学会（２００７. ６. ９・１０）における研

究発表を基礎に、全面的に修正・加筆したもの

である。） 
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